
５．主要産業
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主要産業

１．製造業１．製造業

①産業機械産業 ⑦アルミ産業 電線産業①産業機械産業 ⑦アルミ産業 電線産業①産業機械産業 ⑦アルミ産業、電線産業

②航空機産業 ⑧ 化学産業

①産業機械産業 ⑦アルミ産業、電線産業

②航空機産業 ⑧ 化学産業

③宇宙産業 ⑨セメント産業、ガラス産業

④自動車産業 ⑩紙・パルプ産業

③宇宙産業 ⑨セメント産業、ガラス産業

④自動車産業 ⑩紙・パルプ産業④自動車産業 ⑩紙 パルプ産業

⑤素形材産業 ⑪繊維産業

④自動車産業 ⑩紙 パルプ産業

⑤素形材産業 ⑪繊維産業

⑥鉄鋼産業⑥鉄鋼産業

２．ＩＴ産業２．ＩＴ産業
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３．エネルギー産業３．エネルギー産業



１．主要産業（製造業）今後の方向性とアクションプランⅠ

我が国製造業の今後の方向性

我が国製造業が、今後とも日本経済を牽引していくためには、

急成長する新興国需要を獲得新興国需要を獲得していくとともに

我が国製造業の今後の方向性

引き続き、高度な製品・部材の供給基地としての地位を維持・強化するため、我が高度な製品・部材の供給基地としての地位を維持・強化するため、我が
国製造業の産業基盤を強化国製造業の産業基盤を強化していく

ことが不可欠ことが不可欠。

アクションプランⅠ ～新興国需要の獲得～

 新たな成長フロンティアである新興国需要を獲得新興国需要を獲得する。

① 新興国向け商品の開発・生産体制の整備、販路開拓の支援

現地の市場 ズに対応した製品投入戦略・ 現地の市場ニーズに対応した製品投入戦略

・ ブランドによる新興国市場の開拓

・ JBIC、NEXIなど金融支援の活用

・ 官民連携の取組による、社会インフラ整備等への参画促進

② 収益力向上に向けた取組

・ 技術流出の防止（企業の意識改革等）技術流 防 （ 業 識改革等）

・ 戦略的標準化（コア技術のブラックボックス化と汎用部分及びインターフェースのオープン

化等）支援など、ビジネスモデル改革支援
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１．主要産業（製造業）アクションプランⅡ

アクションプランⅡ ～我が国製造業の産業基盤の強化～

我が国製造業が、国内の研究・製品開発拠点、高度な部材・製品の生産拠点
の維持を通じて、雇用と技術の集積を維持し、引き続き高い付加価値を獲得し

アクションプランⅡ ～我が国製造業の産業基盤の強化～

の維持を通じて、雇用と技術の集積を維持し、引き続き高い付加価値を獲得し
ていくため、我が国製造業の産業基盤の強化我が国製造業の産業基盤の強化を図る。

① 国内の競争環境整備① 国内の競争環境整備
・ 国際的水準を目指した法人税改革、研究開発税制等による競争環境整備

・ 国際競争力に配慮した地球温暖化問題への適切な対応

② 本企業 過当な競争体質 改善など収益力向上 向けた 組②日本企業の過当な競争体質の改善など収益力向上に向けた取組
・ グローバル競争時代到来を踏まえた事業再編・棲み分け・集約化支援策の一括整備

・ 戦略的標準化支援など、ビジネスモデル改革支援

・ 技術流出の防止（改訂営業秘密管理指針の周知普及・訴訟手続の整備、企業の意識
改革等）

・ 企業における戦略的・効果的な知財の権利化

③ 次世代成長産業の育成・強化
・ 次世代成長産業の技術開発・普及支援、国内資源の重点配分 等

次世代成長産業の企業誘致促進（立地補助金等）・ 次世代成長産業の企業誘致促進（立地補助金等）

・ 環境・高齢化対応等社会課題ニーズへの産業支援（制度改革、財政支援）
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「グローカライゼーション」による
ボリュームゾーン戦略

課題解決型社会システムの
海外展開

産業（1.5、2.5、3.5次産業化）、
社会システムの高次化

日本が強みとするコンテンツ
の海外展開支援

産 高 産◆「グロ バルプレイヤ の育成 諸外国との

２．主要産業（ＩＴ）：情報通信インフラコストの劇的低減を前提とした複合新産業の創出と社会システム構造の改革

◆産業の高次化(1.5、2.5、3.5次産業化）
・ＩＴ経営の推進
・組込みソフトウェアの標準化・信頼性向上
・製造・物流、医療・介護、農業等の分野
におけるﾃﾞｰﾀ形式・取扱ﾙｰﾙの標準化 等

◆社会システムの高次化

◆官民一体となった海外展開支援
・ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨの推進
・制御ｼｽﾃﾑ等の技術開発・実証
・ﾘｽｸﾌｧｲﾅﾝｽの供給（ＪＢＩＣ、ＮＥＸＩ等）
・海外展開に係る体制整備、ﾄｯﾌﾟ外交 等

ア メ 映画 ドラマ 観光情報本

◆ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ確立に向けた制度・環境整備
・多元的権利処理ｼｽﾃﾑの実証
・国際ｺﾝﾃﾝﾂﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ（ｺﾌｪｽﾀ）等の活用
・ｺﾝﾃﾝﾂ海外展開ﾌｧﾝﾄﾞ（仮称）の創設 等

◆「グローバルプレイヤー」の育成、諸外国との
イコールフッティングな事業環境整備
・法人実効税率の国際的水準を目指した引下げ
・ＦＴＡ、産業革新機構を活用した業界再編の推進
・企業の設備投資等に対する支援 等

スマートハウス（家電、太陽光、LED等）

映画、テレビ
音楽配信

電子書籍
配信

ブログ カーナビ

水

医療・介護 農業

◆社会システムの高次化
・国民主導の電子行政の推進
・ＩＴＳによる交通の革新 等

アニメ 映画・ドラマ 観光情報

道路地図音楽 マンガ

本

日記

世界最先端の省エネ・環境技術を
活かしたものづくり

◆裾野産業まで含めた国内ものづくり基盤強化

鉄道

小売 物流

電子政府

・パーソナルヘルスケア

・見守りサービス

・経験知を

データ化

蓄電池 ＬＥＤ照明 半導体

のためのグリーンＩＴ技術開発、低炭素型雇用
創出産業の国内立地支援

交通

コンテンツを活かしたものづくり・
サービス（3.5次産業化）

「ブラックボックス」と「オープン」
を合わせた標準化戦略

小売 物流

◆コモディティ化に抗するための制御技術の
・ＥＤＩ・ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ

・プッシュ型広告

・ＩＴＳを使った物流

ルーティング

ＰＣ スマートフォン ゲーム機

車載端末家電 デジタルサイネージ
環境負荷低減テレワーク

スマートグリッド

◆コモディティ化に抗するための制御技術の
ブラックボックス化と市場が自律的に拡大
する基盤を構築するためのオープン化
・国際標準化を見据えた技術開発 等

プッシュ型広告

（電子ﾏﾈｰの活用等）

ル ティング
安全・安心

スマートコミュニティの構築に必要な情報
（ＧＰＳ/センサー情報、行動履歴 等）

クラウドコンピューティング
の安全・安心な普及を通じた
便利で豊かな将来の実現

◆イノベーションの促進：大量データを利活用した新サービス・新産業を創出
◆制度整備：「データ」を外部へ／利活用可能に
・プライバシーに配慮したデータ利活用・流通ルール整備・国際協調、データ外部保存促進のための規制緩和

◆基盤整備：高信頼性 低環境負荷を武器にイノベーションを支えるプラットフォームを確立

（ 情報、行動履歴 等）
膨大に蓄積する情報

通信インフラ （ＮＧＮ、ＩＰ－ＶＰＮ、インターネット）

便利で豊かな将来の実現 ◆基盤整備：高信頼性、低環境負荷を武器にイノベーションを支えるプラットフォームを確立
・データセンタの国内立地促進（立地支援制度の創設等）、技術開発・標準化の推進、クラウド時代のユーザ・ベンダの人材育成 等

産学官連携によるグローバル・クラウド時代の人材育成：エレクトロニクス技術開発・標準化拠点整備、高度ＩＴ人材の育成（情報処理技術者試験、スキル標準の活用）等 61



＜共通の課題＞

３．主要産業（エネルギー産業）現状と課題

● 国内市場の成熟化に伴う資源獲得におけるバーゲニングパワーの相対的低下
● 燃料価格の上昇トレンド・変動拡大
● 技術革新（燃料電池、ヒートポンプ等）によるエネルギー間競争の激化

ギ 給 請 高

● 国内市場の成熟化に伴う資源獲得におけるバーゲニングパワーの相対的低下
● 燃料価格の上昇トレンド・変動拡大
● 技術革新（燃料電池、ヒートポンプ等）によるエネルギー間競争の激化

ギ 給 請 高

ビジネスモデルの再構築と
新たな成長戦略が不可欠

＜共通の課題＞

● 低炭素かつ効率的なエネルギー供給への顧客や社会からの要請の高まり
（電気と熱、大規模電源と分散電源、需要と供給の部分最適から全体最適へ）
● 国内市場が縮小する中での安定供給責務の遂行

● 低炭素かつ効率的なエネルギー供給への顧客や社会からの要請の高まり
（電気と熱、大規模電源と分散電源、需要と供給の部分最適から全体最適へ）
● 国内市場が縮小する中での安定供給責務の遂行

＜業種毎の主要課題＞＜業種毎の主要課題＞

電力（市場規模：18兆円） ガス（市場規模：3兆円） 石油（市場規模：29兆円）

資 達 強

開発
元売会社（9）、揮発油販売業者（22,041） 石油・天然ガス上流開発

上場会社（2）
一般電気事業者（10）、卸電気事業者（2）、ＰＰＳ
（35）、特定電気事業者（5）

一般事業者（211）、簡易ガス事業者（1,567）、
ガス導管事業者（18）、大口ガス事業者（17）、
LPガス事業者（23 101）

○ 資源調達力の強化
○ 原子力推進、送配電網強化の投
資のための経営基盤強化

○ ヒートポンプ等の電化の推進

○ 資源調達力の強化
○ 燃料転換の拡大
○ コジェネ等の新規需要
開拓

○ 資源調達力の強化
○ 競争力のある精製
能力の確保・経営基盤
の強化

○ 石油の有効利用

○ 上流開発競争力
の向上

○ 財務基盤の強化

○ リスクテイク能力
向上

LPガス事業者（23,101）

○ ヒ トポンプ等の電化の推進 開拓 ○ 石油の有効利用
○ SSネットワークの維持

の向上

○ エネルギー間相互参入（電力→ガス ガス→電力 石油→ガス 石油→再生エネルギー等）

＜事業モデル再構築に向けた最近の動向＞

○ エネルギ 間相互参入（電力→ガス、ガス→電力、石油→ガス、石油→再生エネルギ 等）
○ 収益力強化のためのアライアンス拡大
○ 経営基盤強化のための既存の業の枠を超えた成長分野へのシフト
（関連業種（石油精製業による新エネ事業、石炭開発等）、海外（電力等）、他業種間（石油精製業による石油化学との
連携等） ）

62

連携等） ）
○ エネルギー関連業種との連携拡大（自動車、家電、建築（ガス事業と不動産）等）
○ 顧客のエネルギー需要情報を活用した最適エネルギーサービスの提供



３．主要産業（エネルギー産業）新たな事業展開例

海外展開・新たな連携による成長フロンティアの拡大

石油・天然ガス・石炭 関連産業

世界レベ の

石油 天然ガス 石炭
バイオエタノール・ウラン等

バイオマス
バイオガス

関連産業

（レアメタル、省エネ機
器、蓄電池、素材、デ
バイス、プラント）

：エネルギーの流れ

グローバル展開型
エネルギー事業

世界レベルの
上流開発企業 水素

：エネルギーの流れ

地域エネルギー
供給事業

（電気and/or熱、

分散型・独立
発電事業

（大規模太陽光発電

海外展開
小規模 海

石油、将来は水素等）（大規模太陽光発電、
風力等）

・ニッチ ）

エネルギー事業
（僻地・過疎地
・ニッチ等）中小水力

外
展
開
・
逆太陽光

風力
EV

エネルギーソリューション事業
（需要アグリゲーター、
需給平準化、ESCO等）

エネルギー融合型
サービス事業

（住宅、家電、介護等）

逆
輸
入

IT等の活用

63
需要家（ニーズ：電気・熱・燃料等の最適利用）

スマートメーター・エネルギー需要管理機器



６．地域の特性に合った多様な地域の
デ発展モデル
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• 東京 名古屋圏とそれ以外の経済格差が拡大

地方経済は、ますます深刻化

• 東京、名古屋圏とそれ以外の経済格差が拡大。
• 特に地方圏では、今後急速に人口減少。地域経済の立て直しが深刻な課題。

地域別の人口増減数及び増減率地域別ＧＤＰの推移（97年→07年の成長率） 地域別の人口増減数及び増減率

5.02,000

増減数

(2005～2020）
増減数

(2005～2035）増減数（千人） 増減率（％）

地域別ＧＤＰの推移（97年→07年の成長率）

6 00%

8.00%

1.6

▲ 1.0

0.0
▲ 2,000

0

東京圏 名古屋圏 大阪圏 地方圏

2.00%

4.00%

6.00%

▲ 1.0

▲ 5.0

▲ 7.1

▲ 4.4

▲ 7.8
▲ 10 0

▲ 5.0

▲ 6,000

▲ 4,000

増減率
(2005～2020）‐2.00%

0.00%

2.00%

東京圏 名古屋圏 関西圏 地方圏

▲ 15 8

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 12 000

▲ 10,000

▲ 8,000
増減率

(2005～2035）

(2005 2020）

‐6.00%

‐4.00%

▲ 15.8

▲ 18.5 ▲ 20.0▲ 14,000

▲ 12,000

出所：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の都道府県別将来推計人口（平成１９年５月推計）」により経済産業省作成。
東京圏：埼玉・千葉・東京・神奈川、名古屋圏：岐阜・愛知・三重、

出所：内閣府「県民経済年報」
東京圏：埼玉・千葉・東京・神奈川、名古屋圏：岐阜・愛知・三重、
関西圏 京都 大阪 兵庫 奈良 地方圏 三大都市圏以外

‐8.00%
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東京圏 埼 千葉 東京 神奈川、名古屋圏 岐阜 愛知 重、
関西圏：京都・大阪・兵庫・奈良、地方圏：三大都市圏以外

関西圏：京都・大阪・兵庫・奈良、地方圏：三大都市圏以外

全国一律の産業発展モデルは、非現実的



地域経済活性化の取組について
1.基本認識

○ 我が国の置かれている状況が厳しくなる中、我が国が経済成長していくためには、全国各地域の多
様な強み・特色や潜在力を積極的に活用し、活力ある地域経済社会を築くことが重要。

○ 地域経済の再生・活性化に向け、市町村や都道府県を越えた地域間連携、さらには、国と地
域とが共創・協働し、地域の自律的発展が可能となる環境整備が必要。

○ 国際競争力・魅力の低下

２.地域経済活性化の課題

○ 地域産業の衰退の懸念

○ 地域コミュニティの崩壊危機

◆国際的に高い潜在競争力を有する成長産業への「選択と集中」、「重点支援」

３.戦略的な対応の方向性

◆国際的に高い潜在競争力を有する成長産業への 選択と集中」、 重点支援」

◆地域の強みとつながり力を活かした地域発新事業の創出

◆域外所得を獲得できる新しい「基幹産業」の育成

◆地域の特色・資源を活かし、集客力を高めた観光交流産業の育成

◆地域の絆を生活と産業の活力に
66



地域の持つ特徴の類型地域の持つ特徴の類型 地域経済の発展モデル地域経済の発展モデル

地域の特性に合った多様な地域の発展モデル（案）

地域の持つ特徴の類型地域の持つ特徴の類型 地域経済の発展モデル地域経済の発展モデル

国際競争力拠点化モデル
世界最先端の技術力、人材等を世界最先端の技術力、人材等を
有する研究開発基盤や国内最高有する研究開発基盤や国内最高 国際競争力拠点化 デル

◎国際競争の最前線で伍し我が国を牽引する先導的クラスター

の構築（例：次世代航空機ｸﾗｽﾀｰ等）
◎国内外からヒト、モノ、カネが集まるイノベーション拠点づくり
（例：九州北部・アジア産業創造拠点等）

有する研究開発基盤や国内最高有する研究開発基盤や国内最高
水準の産業集積を有する地域水準の産業集積を有する地域

地域産業集積高度化モデル
◎地域に根ざした産業クラスターの構築
（例：北陸３県繊維クラスター、九州Ｋ－ＲＩＰ、北海道食クラスター等）
◎産学官等ﾈｯﾄﾜｰｸによるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・新事業創出

産学官等のネットワークや産業集積産学官等のネットワークや産業集積
の厚みのある地域の厚みのある地域

新地域基幹産業育成モデル

◎産学官等ﾈｯﾄﾜｰｸによるｲﾉﾍ ｰｼｮﾝ・新事業創出

（例：信州大学繊維学部AREC、福島医療福祉機器開発等）

◎６次産業化、農商工連携による農業の成長産業化有形無形の地域資源（農業、森林、有形無形の地域資源（農業、森林、 ◎６次産業化、農商工連携による農業の成長産業化
◎地域の核となるものづくり企業の一層の強化と効果の波及

（自立型企業・ﾋﾄﾞﾝﾁｬﾝﾋﾟｵﾝ育成、海外展開等）
◎文化産業（ｺﾝﾃﾝﾂ、ﾌｧｯｼｮﾝ等の海外展開）
◎低炭素化の中で地域資源を生かした環境社会構築

（雪氷、森林等地域資源）

有形無形の地域資源（農業、森林、有形無形の地域資源（農業、森林、
文化、歴史、伝統工芸品、産業遺文化、歴史、伝統工芸品、産業遺
産）や技術力などの強み・潜在力産）や技術力などの強み・潜在力
を持つ地域を持つ地域

観光交流発展化モデル
◎観光集客交流

（産業観光、文化芸術・ｽﾎﾟｰﾂ・健康ツーリズムによる活性化）

地域が抱えている生活課題への対地域が抱えている生活課題への対
地域生活課題解決モデル

◎中心市街地・商店街活性化
◎高齢者総合ｻｰﾋﾞｽ、生活インフラ事業
◎ソーシャルビジネス

地域が抱えている生活課題への対地域が抱えている生活課題への対
応に改善・改良の余地がある地域応に改善・改良の余地がある地域
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戦略拠点

○我が国の強みとなる環境 医療 研究開発等の分野において 地域や主体を限定して 規○我が国の強みとなる環境、医療、研究開発等の分野において、地域や主体を限定して、規
制、予算等を含めた各種の支援措置を総合的に展開する。

「戦略拠点」の枠組みのイメージ（例）拠 」

Ａ．戦略的な特定地域（＝大都市圏）
集中支援型

Ｂ．政策分野別トップランナー限定型
集中支援型

大都市圏の一部区域（空港・港湾など中枢インフ
ラ周辺）において、複数の政策分野にまたがった
特例措置（規制緩和 支援策）を集中的に適用

特定の政策分野毎に、全国で数カ所程度の地域
に限定（大都市圏のみならず、地方都市も対象）
して特例措置を適用特例措置（規制緩和、支援策）を集中的に適用。 して特例措置を適用。

先行的な取組に意欲を持つ地域の首長のコミッ
トメントを明確にし、政策分野ごとに効果とインパ
クトを発揮

Ｃ．構造改革特区活用型 Ｄ．「担い手」認定型（機関特区）

クトを発揮。
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構造改革特区活用型 担 手」認定型（機関特区）

現行の構造改革特区の枠組を活用・再活性化し
て、地方要望に対応した規制緩和を行うととも
に 支援策も組み合わせる （規制改革は今後

物理的な「区域」ではなく、一定の要件を満たす
事業者等を認定し、それらにのみ特例措置を適
用に、支援策も組み合わせる。（規制改革は今後

の全国展開を想定）。
用。
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○世界が抱える課題に対応した街全体の課題解決型システムを大胆にイメージした上で、その実現
向けた技術開発 標準化 社会制度改革を進める

⑤戦略拠点 ～スマートコミュニティ構想～

に向けた技術開発、標準化・社会制度改革を進める。

発電所発電所

電力貯蔵装置

陸上風車

スマートビル

コントロ ルセンタ

路面電車

電力貯蔵装置スマ トビル

エネルギーマネジメントシステムコントロールセンター

大規模
太陽光発電

地域のエネルギー需給を最適化

エネルギ マネジメントシステム

スマートハウス 省エネエアコンＬＥＤ照明
大画面テレビ

太陽光発電

ト ウ

通信ネットワークまたはリモコンで遠隔制御

リビングルーム

バ ム

供給情報を収集

最適制御

大画面テレビ

利用情報を収集
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省エネ
節水型バス 電気自動車

バスルーム

ＬＥＤ照明 家庭用蓄電池

ヒートポンプ
燃料電池



（能登半島の例）

戦略拠点 ～ライフ支援産業拠点～

○医療、宅配食など、お年寄りへの総合サービスを供給。
○他方、IT活用、間接部門の合理化により効率化も徹底。
○質の高い健診サービスと観光を組み合わせ、外需の取り込みも実現。

健診サービスと観光の組合せ
（外需の取り込み）

健康水
（海洋深層水）

宅配食 多様なサービス提供
・「医行為」明確化

（外需 取り込み）
・医療滞在ビザの導入

コンビニ

ワンストップ
コ ルセンタ

医行為」明確化
・介護人員配置要件の緩和

公的保険外サービス創出コールセンター

＜恵寿総合病院＞
地域診療所と
接続

公的保険外サ ビス創出

効率化

院内外のＩＴ網キッチンの統合

接続

ＩＴ物流管理
（院内）

効率化
・ＩＴ化の推進

需要喚起と外需取込み
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（院内） 需要喚起と外需取込み
による地域経済活性化



（中部地域・先進ものづくり国際拠点の例）

○日本最大の自動車産業や航空機産業・部品産業の集積を核に、大学等との共同研究開発・事業

戦略拠点 ～世界最先端の研究開発基盤、国内最高水準の産業集積～

化、物流機能強化、海外との交流・対内投資促進等総合的に取り組む。
○港湾・空港等インフラ機能の強化：
物流機能の強化を図るとともに、航空機産業の国際競争力拠点として機能強化を推進。
グ ブ

東北地域

○グレーターナゴヤイニシアティブ：
外国企業のビジネスマッチングや事業立ち上げなど、対日投資促進、国際経済交流等を推進。

先導的クラスタ

次世代自動車産業
先進的画像
処理技術等

東北地域
自動車クラスター

次世代航空機産業 経済省・文科省の合同委員会
を設け、連携支援

（文科省支援） （経産省支援）

先導的クラスター

中部地域
部品加工企業等

中部地域
次世代自動車を巡る、ニーズ・シーズの
マッチング、人材育成の機会を提供

（文科省支援）

・大学向け産学共
同研究支援

等

（経産省支援）

・ネットワーク形
成・マッチング
・海外販路 等

関西地域
電池技術等

中国地域
自動車クラスタ

近畿・中国地域 関東地域
部 加 企業等

○ＪＡＸＡ飛行実験場 等
○名古屋大学複合材工学研究センター 次世代ビークル研究開発拠点

【名古屋大学】

医療機器等新規分野
への展開支援

自動車クラスター
近畿 中国地域
部品加工企業等 部品加工企業等

素形材、メカトロ、ロボット技術等サポーティングインダストリー群
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物流機能強化等
総合的な取組で
国際競争力を強化


